
R5事務事業・組織対応表（R4実施事業）

施策名【住宅】

1.地域の特
徴を生かした
まちづくり

(1) 公営住宅の整備と
管理 2141-1 1 市営住宅整備事業 建築住宅課 建築係 通常

2141-2 2 市営住宅管理事業 建築住宅課 住宅係 通常

2141-3 3 臼田市営住宅管理事業 臼田支所
経済建設環
境係

簡易

2141-4 4 浅科市営住宅管理事業 浅科支所
経済建設環
境係

簡易

2141-5 5 望月市営住宅管理事業 望月支所
経済建設環
境係

簡易

(2) 空き家対策の推進

2142-1 6 無居住家屋等対策推進事業 建築住宅課 住宅係 通常

(3) 住環境空間の創出

2143-1 7 建築確認指導事業 建築住宅課 建築係 通常

2143-2 8 住環境整備支援事業 建築住宅課 建築係 通常

(4) 耐震改修の促進

2144-1 9 とうかい防止事業 建築住宅課 建築係 通常

課 係
管理
方法
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4.住宅2.地域の特
徴を生かし
たつながり
あるまちづく
り

章



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市営住宅整備事業 事務事業コード 2141-1

担　当 建設 部 建築住宅 課 建築 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

所得が低く住宅に困窮している市民が、低廉な家賃で市営住宅を借りることができ、安全・安心に生活し
ている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・老朽化した市営住宅について、令和２年３月に策定した佐久市公営住宅等長寿命化計画に基づき事
業を進める。
・整備する住戸は、若者夫婦から高齢者まですべての市民が住みやすいバリアフリー住宅とし、統合に
より維持管理コストの縮減を図りながら、低所得の住宅困窮者へ、低廉な家賃で良質な住宅を供給す
る。
・工事の設計・積算、工事監理は民間の設計事務所へ委託する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

20

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 公営住宅法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

1,028 2,740

0.30 人 2,040

0 時間

34,753 7,597 113,916

時間 0

116,656

0

0.15 人 1,028 0.40 人 2,740

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

7,606 113,916

2,040 1,019 2,740

34,753

36,793 8,625 116,656

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

36,793 8,625

財源合計

2,040

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

令和３年度に外壁改修工事（長寿命化）を実施した望月団地A棟について、16戸中７戸の空
き住戸が発生したため、入居率が56.3％であった。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能

今後の
取組方針

　令和２年３月に策定した「佐久市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、令和５年度からは御馬寄団地の
リフォーム工事に着手する。
※令和４年度、実施設計済み

単位

％
実績

目標

事業の
課題

　昭和４０年代前後に供給された公営住宅が、一斉に更新時期を迎え、老朽化対策と、居住環境の改善が
急務となっている。令和２年３月に策定した佐久市公営住宅等長寿命化計画に基づき事業を進めるが、入
居者との合意形成や国からの交付金が十分に配分されない等、不透明な要素に対応していく必要があ
る。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

リフォーム実施団地の
入居率

～令和 年度 令和

公営住宅法において、地方公共団体は必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行わ
なければならないと定められており、市の関与が必要。一方、技術職員がいない自治体等
においては、長野県住宅供給公社に委託しているところもあり、借上げ手法も認められてい
る。入居者や既存団地の状況を踏まえつつ、国費の配分状況等にも柔軟に対応しながら事
業を進捗させる必要があり、現在のところ民間活用が難しい。

99.6 62.6

目標

実績

56.3

90 80

0

89.6

90

市営住宅御馬寄団地リフォーム工事に係る設計業務を実施

令和 4

市営住宅のリフォーム

％ 達成率

戸

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

16

100

単位

0

0 10

令和 3 令和 5 年度

16



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

99,929 81,145

財源合計

9,014

73,173 80,855

14,034 7,972 9,099

85,895

99,929 81,145 89,954

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

89,954

174

1.30 人 8,905 1.30 人 8,905

146 時間 194 146

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

9,099 9,099

1.30 人 8,840

145 時間

90,915 72,046 80,855

時間 194

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

17

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 公営住宅法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

所得が低く住宅に困窮している市民が、低廉な家賃で市営住宅を借りることができ、安全・安心に生活し
ている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

市営住宅（公営住宅、改良住宅、特定公共賃貸住宅、その他住宅、厚生住宅）の入退去、使用料の徴
収、修繕等の維持管理業務を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 市営住宅管理事業 事務事業コード 2141-2

担　当 建設 部 建築住宅 課 住宅 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

1031

1030

100%

単位

1031

1030 1030

令和 3 令和 5 年度

令和 4

住宅管理戸数

％ 達成率

戸

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

88 88

100%

85

88

市営住宅の維持管理、使用料の徴収（過年度分も含む）を長野県住宅供給公社に委託する中で、計画
的な修繕及び緊急修繕の対応を行った。
悪質な長期滞納者２名に対して、市営住宅の明渡訴訟を提起し、弁護士に訴訟手続きを委任して進め
ている。今後も、悪質な長期滞納者に対して明渡訴訟を進めていく。

平成25年10月より、長野県住宅供給公社に管理業務を委託済み。
・公営住宅は管理代行（公営住宅法）
・改良住宅、特定公共賃貸住宅、その他住宅、厚生住宅は指定管理（地方自治法）

97% 95%

目標

実績

84

今後の
取組方針

佐久市公営住宅等長寿命化計画に基づき計画的なリフォームを行い、老朽化が著しい団地については状
況を考慮しつつ用途廃止を進めていく。
家賃等の収納率向上に向け、業務を委託している長野県住宅供給公社に対し、滞納者への個別訪問の
実施や折衝等に対する指導を行っていく。家賃等滞納者に対しては、状況等を把握し、経過観察や面談等
を行い、悪質な滞納者に対しては、法的措置を実施していく。

単位

％
実績

目標

事業の
課題

昭和40年代前後に供給された公営住宅が、一斉に更新時期を迎えるため、これらの団地では、老朽化の
進行とともに、居住環境の改善が必要とされている。
このため、新たに策定した「佐久市公営住宅等長寿命化計画」に基づき、維持管理による改善や維持保
全、用途廃止を進めていく。用途廃止については、現在入居されている方の自然減少を見据えながら進め
る必要があるため、地域の動向を考慮しつつ進めていく。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

使用料徴収

～令和 年度 令和 年度

家賃等徴収の対策として、委託先である長野県住宅供給公社佐久管理センターと打ち合わ
せを行い、滞納者への納入指導や、連帯保証人への連絡などを行いつつ、夜間訪問など
徴収を行ったが88％の目標に対し、令和5年4月末時点で約84％であることから、出納閉鎖
期間まで滞納整理を行っていく。

官民連携の
可能性

方法

民間への委
託が可能



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 臼田市営住宅管理事業 事務事業コード 2141-3

担　当 総務 部 臼田支所 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

住宅に困窮する所得の少ない人が、低廉な家賃で市営住宅を借り安定した生活を営んでいる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市営住宅に関する使用者からの相談・要望を受付、本庁へ送る。
・市営住宅使用料の徴収を行う。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

17

事業の性質 義務的自治事務（定型） 国土調査法

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

685 685

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

680 685

財源合計

680

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 浅科市営住宅管理事業 事務事業コード 2141-4

担　当 総務 部 浅科支所 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民は経済的理由によらず、市内に住み続けることができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・市民住宅に関しての使用者からの相談・要望を受けて、管理受託者である長野県住宅供給公社及び
本庁に連絡する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

685 685

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

680 685

財源合計

680

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

680 685

財源合計

680

0 0

680 685 685

0

680 685 685

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

685

0

0.10 人 685 0.10 人 685

0 時間 0 0

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

685 685

0.10 人 680

0 時間

0 0 0

時間 0

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

17

事業の性質 義務的自治事務（定型）

実施方法

法定根拠
管理方法 簡易

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

所得が低く、住宅に困窮している市民に、低廉な家賃で市民が住宅を借りることができ、安心・安全な生
活を行っている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

市営住宅に関する相談や家賃の徴収に対する事務等を行い、内容に応じて本庁又は管理受託者に連
絡する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 望月市営住宅管理事業 事務事業コード 2141-5

担　当 総務 部 望月支所 経済建設環境 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

事業費

コ
ス
ト

財源
内訳

11,150 20,884

財源合計

10,408

2,805 0

11,150 18,079 12,263

0

11,150 20,884 12,263

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

12,263

1,568

1.30 人 8,905 1.30 人 8,905

1312 時間 1,745 1312

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

10,650 10,650

1.30 人 8,840

1307 時間

742 10,234 1,613

時間 1,745

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

23

事業の性質 義務的自治事務（不定型） 空き家等対策の推進に関する特別措置法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

放置することが不適切な状態にある空家等（特定空家等）の発生の防止や、適切な管理を促進すること
により、生活環境の保全が図られている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

適切な管理がされていない空き家（特定空家等）の発生予防、および既に存在する適切な管理がされて
いない空き家（特定空家等）が周辺の建築物や道路等に悪影響を及ぼすことの無いよう、所有者等に対
して情報の提供や助言等を行い適切な管理を促す。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 無居住家屋等対策推進事業 事務事業コード 2142-1

担　当 建設 部 建築住宅 課 住宅 係 事業開始年度 平成

年度

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

70

80

88%

単位

64

80 70

令和 3 令和 5 年度

令和 4

助言等件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

20 20

80%

30

20

「佐久市無居住家屋等対策計画」の計画期間が経過することから、改めて市内全域の実態調査を実施
するとともに、これまで実施してきた施策や取り組みを検証し、空き家対策のさらなる推進を図るために
「第二次佐久市無居住家屋等対策計画」を策定した。
再建築ができない無接道敷地にある空き家の解体費用に対し補助金を交付し、特定空家等の発生を予
防することを目的とした、「佐久市無接道敷地空家等除却事業補助金」を創設した。
佐久市無居住家屋等対策協議会において、特定空家等候補12件のうち1件が除却、2件が対応済となっ
たことを報告した。また、1件を特定空家等に認定して助言・指導を行い、特定空家等認定済の2件につ
いても相続人に除却等の対応依頼を行った。

法令等により、空家等対策計画（佐久市無居住家屋等対策計画）を策定し、空き家等に関
する対策の実施、必要な措置を講ずるように努めることが責務のため。

150% 110%

目標

実績

22

今後の
取組方針

「第二次佐久市無居住家屋等対策計画」における基本方針、①「空家等」化の予防、②空家等の適切管理
の促進、③空き家の活用・流通促進、④「特定空家等」化の予防、⑤除却した空家等に係る跡地の活用の
促進、⑥情報基盤の整備、に基づく対策を推進していく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

適切な管理が行われないまま放置されている状態の空き家は、さまざまな問題を生じさせ、市民への生活
環境に悪影響を及ぼしている。
空き家になる要因として、相続手続きが行われず、相続人が多数になり除却が進まない等、相続に関する
要因があるため、将来的な相続に関する相談対応を進める。
所有者等に、空き家を適正に管理しないことによる周辺への悪影響や、管理責任などに対する認識不足
があるので、空き家の状況を周知し、管理受託者の紹介や技術的な助言等の支援を行っていく。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

概ね達成

％ 達成率

成果指標

　是正等件数

～令和 年度 令和 年度

助言件数については、第三者からの苦情等により、所有者等への適正な管理の助言等を
行った件数。是正等件数については目標値を上回っており、従前からの助言等や、修繕費
用の目途が立ち、除却等の対応がされたものと考えられる。
今後においても、所有者等へ空き家等の適正な管理がされるよう、さらなる周知、啓発を実
施していく。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 建築確認指導事業 事務事業コード 2143-1

担　当 建設 部 建築住宅 課 建築 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民が住宅等を建築する際に、建築確認申請を提出し、法令に適合した住宅で安心して生活している。
また、集落内の道路は道路後退の義務が守られ、ゆとりある空間が確保されている。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

・建築行為に係る各種相談（建築可能な土地か否か、道路後退の要否、関係法令に係る制限等の有無
等）に対して調査及び回答を行う。
・建築確認申請書の提出を受け、接道、道路幅員、都市計画の用途地域及び容積率・建ぺい率の制限
値を確認し、証明書を添付し佐久建設事務所へ送付する。また、必要に応じ指導を行い、円滑な建築事
務に寄与する。
・建築確認申請に際し、道路後退が発生する案件について、後退部分の測量、登記、買収を行う。
・測量及び分筆登記は公益社団法人長野県公共嘱託登記土地家屋調査士協会等へ委託する。

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

17

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 建築基準法

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

13,045 13,454

1.53 人 10,404

875 時間

22,626 23,783 33,299

時間 1,124

46,753

1,050

1.75 人 11,988 1.80 人 12,330

795 時間 1,057 845

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

13,741 26

18,927 23,087 46,727

15,153

34,080 36,828 46,753

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

34,080 36,828

財源合計

11,454

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

道路後退部分の買収面積については、過去数年の最大値を基に目標値を定めていたが、
発生件数の減少や、１件当たりの平均後退面積も想定より小さかったこともあり、目標値を
下回った。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・ＧＩＳ（地理情報システム）への経過等の落とし込みについて、今後も計画的に転記作業を行い対応してい
く。
・過去の確認申請について、データで確認できるようPDF化を継続する。
・仮の指定道路図について、GIS（地理情報システム）に転記し、他の経過記録等と合わせて参照できるよ
うにしていく。なお、指定道路の確定については、法律の改正や国、県の動向を注視する中で、今後の検
討課題とする。
・民間の建築確認指定機関への申請が増加している状況を踏まえ、今後、建築行為に係る道路後退買収
事業の見直しを行っていく。

単位

㎡
実績

目標

事業の
課題

　建築基準法に係る指定道路が確定しておらず、建築相談や道路証明等の業務に際し、その都度、過去
の取扱い等を調べる必要があり、業務に時間を要している。また、過去の取扱いも古い複数の書類を確認
する必要があるが、事務スペースでは保管しきれないため、離れた書庫等に保管されており、時間を要す
る一因となっているため、データ化による省力化が望まれる。
　なお、建築基準法に係る指定道路図等を整備・データ化し、公開している自治体もあるが、特定行政庁で
ある長野県においては、現在のところ予定がない。県に代わり市が元データを作成することも可能ではあ
るが、整備には膨大な作業と経費が必要となる。

事業の
方向性

手法等の見直し 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

建築確認申請に伴い
発生した道路後退部
分の買収面積

～令和 年度 令和

道路幅員や、法第42条2項道路に該当するか否かについて、現地調査のうえ判断すること
となるが、国の基準に基づき建築の可否について結論を出すなど、公平な判断を行う必要
があると共に、道路の管理状況の把握が必要なため、市が行うべきである。後退線の測量
と分筆登記は土地家屋調査士へ依頼するが、所有権移転登記は市が嘱託で行う。

60 40

目標

実績

972

2,448 1,177

104

1301

2,169

建築確認申請等に伴う、各種証明を83件行い、道路後退線として73筆の買収登記を行った。

令和 4

建築確認申請に伴う、
道路証明等の件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

150

58

単位

83

80 87

令和 3 令和 5 年度

87



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 事務事業コード

担　当 建設 部 建築住宅 課 建築 係 事業開始年度

年度

人
件
費

住環境整備支援事業 2143-2

市民は、災害に強く、断熱性に優れた住宅で暮らしており、市内の建築物からはアスベストが除かれ、コ
ミュニティースペースとして空き家の活用が図られるなど、安全で快適な住環境が整備されている。

・災害危険住宅移転事業では、土砂災害特別警戒区域内等にある住宅所有者が移転する場合に補助
　金を交付することで移転を促進し、土砂災害から市民の生命と財産を守る。
・特定住宅リフォーム支援事業では、市民からの申請により「断熱性能向上リフォーム工事」と「耐震
　改修促進リフォーム工事」に対して補助金を交付し、それぞれの目的である地球温暖化防止と地震化
　促進に寄与し、もって市民の生命と財産を守る。
・住宅、建築物アスベスト改修事業費補助として、建物所有者が行うアスベスト含有が疑われる吹付け
　建材の分析調査や不特定多数の者が利用する施設で露出している吹付けアスベストの除去工事に対
　して補助金を交付し、市民をアスベストによる健康被害から守る。
・空き家再生等推進事業として、市民からの申請により「空き家を除却又は改修して、地域のコミュニ
　ティーの場とする工事」に対して補助金を交付し、空き家の活用を促進することで地域の活性化と安
　心安全な市民生活の確保を図る。

平成

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4

3,461

14,591

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

時間 400

0.50 人 3,425 0.55 人 3,768

27 時間 36 30

0 2,200

7,041 9,677 12,391

2,464

9,505 9,677 14,591

特定財源（国・県支出金等）

一般財源
財源
内訳

財源合計

事業費

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

コ
ス
ト

9,505 9,677

2,448 3,808

0.36 人 2,448

0 時間

7,057 6,216 10,783

19

事業の性質 任意の自治事務（不定型）

実施方法

年度 令和 年度5

法定根拠
管理方法 通常

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

49

年度

予算措置がされたうち、特定住宅リフォーム支援事業の申請はあったが件数は少なく、住
宅、建築物アスベスト改修事業のアスベスト分析調査、災害危険住宅移転事業、空き家再
生等推進事業については申請が無かった。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

震災や土砂災害における建物倒壊、建物に残ったアスベストの飛散などは、所有者のみな
らず周辺住民の安全にも係るものであり、また補助金は国や県と連携して交付するもの
は、市からの交付が前提となっているため、今後も市が関与して行く必要がある。

40 53

目標

実績

26

今後の
取組方針

広報活動を継続する中で、災害等の危険性や補助制度を認知してもらい、住民自らが取り組む住環境整
備の促進を図りつつ、実態に合わせた見直しや国県の制度変更などに対応していく。

単位

件
実績

目標

事業の
課題

災害の危険性は認知していても、補助を得ても重い自己負担があるものが多く、また、対象となる住宅等
の所有者が年々高齢化して行く状況もあり、問い合わせがあっても申請に至らないケースも多い。

事業の
方向性

縮小 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

補助金交付件数

～令和 年度 令和

53

21

特定住宅リフォーム支援事業として、断熱性能向上リフォームに対し23件、耐震改修促進リフォームに対
し3件の補助金交付を行った。

53

令和 4

補助申請対応件数

％ 達成率

件

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

43

単位

26

49 39

令和 3 令和 5 年度

3953

23



事務事業評価シート 年度実施事業）

年度

（ ）

1．事業概要 「Plan（計画）」

2．実施結果 「Do（実施）」

令和 5 （評価対象　令和 4

事業名 とうかい防止事業 事務事業コード 2144-1

担　当 建設 部 建築住宅 課 建築 係 事業開始年度 平成

年度

単位（千円）

目的・成果

※わかりやすく簡潔に記載すること

市民が、耐震性を有した安全な住宅で、安心して生活することができる。

事業内容
（手段・方法など）

※活動内容や提供するサービスについて簡潔に記載すること

昭和56年5月31日以前に着工した戸建て木造住宅について、所有者等の申し出により、耐震診断を無料
で実施し、その建物の耐震性能を評価する。また、その結果が「大地震の際に倒壊の恐れあり」となった
建物を所有者等が耐震補強する場合は、その費用について一部補助を行う。
なお、耐震診断については、長野県木造住宅耐震診断士を統括している一般社団法人長野県建築士事
務所協会へ委託して行う。
【補助率4/5　補助金上限額100万円】

安全性の確認できないブロック塀を撤去し、又は地面から50センチメートル以下に改修する場合に、その
費用について一部補助を行う。
【補助率1/2　補助金上限額10万円】

※事業実施年度までは決算、実施年度の翌年度は予算 3 年度令和 令和 4 年度 令和 年度5

総合計画上の
位置付け

章 2.地域の特徴を生かしたつながりあるまちづくり

節 1.地域の特徴を生かしたまちづくり

施策 4.住宅

18

事業の性質 任意の自治事務（不定型） 建築物の耐震化の促進に関する法律

実施方法

法定根拠
管理方法 通常

3,265 3,277

0.42 人 2,856

146 時間

3,684 7,049 11,121

時間 194

14,398

175

0.45 人 3,083 0.45 人 3,083

137 時間 182 146

常勤職員

非常勤職員等

人件費合計

総事業費

人
件
費

5,020 7,712

4,368 5,294 6,686

2,347

6,715 10,314 14,398

特定財源（国・県支出金等）

一般財源

コ
ス
ト

財源
内訳

6,715 10,314

財源合計

3,031

事業費

市が直接実施 委託または指定管理 補助金・負担金 その他



3．事業の分析 「Check（評価）」

＜説明＞

＜説明＞

４．今後の方向性 「Action（改善）」

所管課等としての評価

＜課題に対する解決策、取組み方針等を記載＞

年度

・令和３年度から現地建て替え工事に対する補助の廃止やブロック塀撤去等事業に係る補
助金の上限金額を下げるなどの見直しを図ったこともあり、診断実施戸数及び耐震補強、ﾌﾞ
ﾛｯｸ塀撤去等の実施件数は目標を下回っている。

官民連携の
可能性

方法

市が実施する
必要がある

今後の
取組方針

・広報活動を継続し、耐震診断、耐震補強及び倒壊の危険性のあるブロック塀の撤去等の必要性と補助
制度の周知を図り、とうかい防止対策を促進する。

単位

戸
実績

目標

事業の
課題

耐震診断、耐震補強の対象となる住宅の築年数が42年以上となる中で、所有者の高齢化も進み、耐震診
断を行い、大地震の際に倒壊の恐れがあるとの診断結果を受けても、多大な費用をかけて耐震改修を行
うことを躊躇する傾向が強い。

事業の
方向性

現行どおり 期間・時期

達成状況

達成度

未達成

％ 達成率

成果指標

耐震補強及びブロック
塀撤去等事業実施戸
数

～令和 年度 令和

国、県の補助金を受けるにあたり、市の関与は必須である。耐震診断については今後も民
間へ委託する。

40 26

目標

実績

13

50 27

50

16

40

耐震診断を20件、耐震補強補助を5件、ブロック塀撤去等補助を8件実施した。

令和 4

耐震診断実施戸数

％ 達成率

戸

活動指標 年度 令和 4 年度

年度

実施内容

40

50

単位

20

40 30

令和 3 令和 5 年度

20


